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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高架構造物の構造材のフランジに沿って移動する高架構造物用作業台車に、その作業台
車とそこに支持される作業機器とのうちの何れか一方に結合される長尺部材と組み合わさ
れて設けられ、前記作業機器と前記作業台車とのうちの他方に結合されて前記作業機器を
前記長尺部材の延在方向へ移動させる作業機器用移動装置において、
　前記作業台車は、概略Ｖ字状の傾斜接触面を有する二対の鼓状ローラで前記高架構造物
の構造材のフランジを挟扼してそのフランジに沿って移動するものであり、
　前記作業機器用移動装置は、
　前記長尺部材の延在方向への、当該移動装置に対するその長尺部材の相対移動を、その
長尺部材の延在方向軸線周りの回動を規制しつつ案内する、前記長尺部材の延在方向に互
いに離間した少なくとも二組の移動案内手段と、
　前記長尺部材と摩擦係合する駆動ローラを回転駆動して当該移動装置に対し前記長尺部
材をその延在方向へ相対移動させるとともに、前記駆動ローラを制動して当該移動装置に
対し前記長尺部材を所定位置に維持する駆動ローラ駆動・制動手段と、
　前記駆動ローラを前記長尺部材に向けて押圧力調節可能に押圧して、前記駆動ローラを
前記長尺部材に摩擦係合させる駆動ローラ押圧手段と、
　を具えることを特徴とする、作業機器用移動装置。
【請求項２】
　前記駆動ローラは、互いに隣接する前記移動案内手段の間にて前記長尺部材と摩擦係合
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するものであり、
　前記駆動ローラ押圧手段は、前記駆動ローラを前記長尺部材に摩擦係合させると同時に
その駆動ローラと前記少なくとも二組の移動案内手段とに前記長尺部材に関して互いに反
対の側から前記長尺部材を支持させるものであることを特徴とする、請求項１記載の作業
機器用移動装置。
【請求項３】
　前記移動案内手段の少なくとも一組は、前記長尺部材の延在方向へ延在するその長尺部
材の平坦な外面との接触によりその長尺部材の回動を規制しつつその長尺部材の移動を案
内する案内ローラを有することを特徴とする、請求項１または２記載の作業機器用移動装
置。
【請求項４】
　前記駆動ローラ駆動・制動手段は、減速機付きモータであることを特徴とする、請求項
１から３までの何れか記載の作業機器用移動装置。
【請求項５】
　前記駆動ローラ押圧手段は、弾性変形に対する反発力により前記駆動ローラを前記長尺
部材に向けて常時押圧する弾性部材と、前記弾性部材の弾性変形量を調節するためのねじ
部材と、を有することを特徴とする、請求項１から４までの何れか記載の作業機器用移動
装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、橋梁等の高架構造物の構造材のフランジに沿って移動する高架構造物用作業
台車に長尺部材と組み合わされて設けられて、桁部材に隠れて直接見通せない箇所や遠方
の検査対象等を点検するテレビカメラや、塗装の必要な箇所に塗料を吹き付ける塗装ガン
等の作業機器を、前記長尺部材の延在方向へ任意の位置に移動させる移動装置に関するも
のである。
【０００２】
【従来の技術】
橋梁等の高架構造物に沿って移動する高架構造物用作業台車に設けられて、桁部材に隠れ
て直接見通せない箇所や遠方にある検査対象を点検するカメラ等の作業機器を任意の位置
に移動させる移動装置としては、例えば本願出願人が先に特許文献１にて提案した高架構
造物用下面点検装置に設けられたものが知られており、この移動装置は、下端部を固定さ
れた水平アームおよびその水平アームの先端部から上向きに延在する入り込みアームを介
してテレビカメラを支持する長尺部材としての垂下アームを昇降移動させるもので、高架
構造物の上部通路上を移動可能な台車に固定されて上記垂下アームの昇降移動を案内する
概略筒状の受け材と、上記台車上に設置されて、その垂下アームの下端部に一端部を結合
されたワイヤーロープを巻き上げる手動ウインチとを具えている。
【０００３】
【特許文献１】
特開２００１－２０２２４号公報
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、本願出願人はまた特願２００１－３２０５４０号により、高架構造物の構造材
のフランジを鼓状ローラで挟持してそのフランジに沿って移動する高架構造物用作業台車
を提案している。
【０００５】
しかしながら、この高架構造物用作業台車に上記従来の移動装置を設けるとともに、その
作業台車には手が届かないためそのウインチの駆動を電動式に変えるとすると、ワイヤー
およびウインチの重量が重いため作業台車全体の重量が嵩んでしまい、その一方、高架構
造物の構造材のフランジは作業台車の進行方向に傾斜していたり厚さが変化していたりす
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る場合があるため、フランジに沿った作業台車の走行が困難になる可能性があるという問
題があった。
【０００６】
そしてこの問題の解決のため、ワイヤーおよびウインチに代えてラック・ピニオン機構を
用いることも検討したが、これも長尺部材に設ける長尺のラックの重量が嵩むため、従来
装置と同様に作業台車全体の重量が嵩んでしまうという問題があった。さらに、ラック・
ピニオン機構では、駆動抵抗が過大にならないようにバックラッシュを設ける必要がある
ことから、ラックとピニオンとの間に長尺部材の延在方向にもそれと直交する方向にも遊
びがあるため、たとえ長尺部材とそれを案内する受け材との隙間を小さくしても、長尺部
材の延在方向の作業機器の位置精度を充分に高めることはできず、また受け材に対する長
尺部材の僅かな傾動も長尺部材の端部では長尺部材の延在方向と直交する方向の大きな位
置ずれにつながるので、長尺部材の延在方向と直交する方向の作業機器の位置精度を高め
るのも困難であるという問題があった。
【０００７】
【課題を解決するための手段およびその作用・効果】
　この発明は上記課題を有利に解決した移動装置を提供することを目的とするものであり
、この発明の作業機器用移動装置は、高架構造物の構造材のフランジに沿って移動する高
架構造物用作業台車に、その作業台車とそこに支持される作業機器とのうちの何れか一方
に結合される長尺部材と組み合わされて設けられ、前記作業機器と前記作業台車とのうち
の他方に結合されて前記作業機器を前記長尺部材の延在方向へ移動させる作業機器用移動
装置において、前記作業台車が、概略Ｖ字状の傾斜接触面を有する二対の鼓状ローラで前
記高架構造物の構造材のフランジを挟扼してそのフランジに沿って移動するものであり、
前記作業機器用移動装置が、前記長尺部材の延在方向への、当該移動装置に対するその長
尺部材の相対移動を、その長尺部材の延在方向軸線周りの回動を規制しつつ案内する、前
記長尺部材の延在方向に互いに離間した少なくとも二組の移動案内手段と、前記長尺部材
と摩擦係合する駆動ローラを回転駆動して当該移動装置に対し前記長尺部材をその延在方
向へ相対移動させるとともに、前記駆動ローラを制動して当該移動装置に対し前記長尺部
材を所定位置に維持する駆動ローラ駆動・制動手段と、前記駆動ローラを前記長尺部材に
向けて押圧力調節可能に押圧して、前記駆動ローラを前記長尺部材に摩擦係合させる駆動
ローラ押圧手段と、を具えることを特徴とするものである。
【０００８】
かかる作業機器用移動装置にあっては、作業台車とそこに支持される作業機器とのうちの
何れか一方に結合される長尺部材の延在方向に互いに離間した少なくとも二組の移動案内
手段が、その長尺部材の延在方向への、当該移動装置に対するその長尺部材の相対移動を
、その長尺部材の延在方向軸線周りの回動を規制しつつ案内し、駆動ローラ駆動・制動手
段が、前記長尺部材と摩擦係合する駆動ローラを回転駆動して当該移動装置に対し前記長
尺部材をその延在方向へ相対移動させ、所定位置に移動したら前記駆動ローラを制動して
当該移動装置に対し前記長尺部材をその所定位置に維持する。そして駆動ローラ押圧手段
が、前記駆動ローラを前記長尺部材に向けて押圧力調節可能に押圧して、その押圧力を前
記作業機器の質量に応じて調節可能とすることで前記駆動ローラ駆動・制動手段の負荷を
軽減しつつ前記駆動ローラを前記長尺部材に確実に摩擦係合させる。
【０００９】
　従ってこの発明の作業機器用移動装置によれば、長尺部材と摩擦係合する一般に軽量な
駆動ローラおよび負荷の軽減により小型軽量とした駆動ローラ駆動・制動手段を用いた軽
量な構成で、当該移動装置に対し長尺部材を相対的に移動させる（すなわち長尺部材を作
業機器に結合する一方当該移動装置を作業台車に結合した状態で長尺部材ひいては作業機
器を長尺部材の延在方向へ移動させるか、長尺部材を作業台車に結合する一方当該移動装
置を作業機器に結合した状態で当該移動装置ひいては作業機器を長尺部材の延在方向へ移
動させる）ことができるので、概略Ｖ字状の傾斜接触面を有する二対の鼓状ローラで高架
構造物の構造材のフランジを挟扼してそのフランジに沿って移動する高架構造物用作業台
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車に当該移動装置が設けられても、作業台車全体の重量が嵩んでしまうのを防止し得て、
作業台車の進行方向に傾斜していたり厚さが変化していたりする場合がある上記フランジ
に沿った作業台車の走行を容易なものとすることができる。
【００１０】
　なお、この発明の作業機器用移動装置においては、前記駆動ローラが、互いに隣接する
前記移動案内手段の間にて前記長尺部材と摩擦係合するものであり、前記駆動ローラ押圧
手段が、前記駆動ローラを前記長尺部材に摩擦係合させると同時にその駆動ローラと前記
少なくとも二組の移動案内手段とに前記長尺部材に関して互いに反対の側から前記長尺部
材を支持させるものであってもよく、かかる構成によれば、駆動ローラ押圧手段が、互い
に隣接する前記移動案内手段の間にて前記長尺部材と摩擦係合する駆動ローラを長尺部材
に向けて押圧して、その駆動ローラと少なくとも二組の移動案内手段とに前記長尺部材に
関して互いに反対の側から長尺部材を支持させるので、長尺部材をいわゆる三点支持状態
で支持して、長尺部材の延在方向と直交する方向の作業機器の位置精度を充分に高めるこ
とができるとともに、その三点支持状態で駆動ローラ駆動・制動手段が、長尺部材に対し
遊びなく摩擦係合している駆動ローラを制動して当該移動装置に対し長尺部材を所定位置
に維持するので、長尺部材の延在方向の作業機器の位置精度も充分に高めることができる
。
【００１１】
また、この発明の作業機器用移動装置においては、前記移動案内手段の少なくとも一組は
、前記長尺部材の延在方向へ延在するその長尺部材の平坦な外面との接触によりその長尺
部材の回動を規制しつつその長尺部材の移動を案内する案内ローラを有するものであって
もよく、かかる構成によれば、長尺部材の相対移動の際の移動案内手段の抵抗が、滑り案
内構造を用いる場合と比較して小さくなるので、駆動ローラ駆動・制動手段の負荷をさら
に軽減し得て、駆動ローラ駆動・制動手段をさらに小型軽量なものとすることができる。
【００１２】
さらに、この発明の作業機器用移動装置においては、前記駆動ローラ駆動・制動手段は、
減速機付きモータであっても良く、かかる構成によれば、減速機を介して増大されたモー
タの非通電時制動力（保持トルク）により、別途ブレーキ機構を設けなくても長尺部材を
制動することができるので、駆動ローラ駆動・制動手段をさらに小型軽量なものとするこ
とができる。さらに、モータへの常時通電によって制動および位置決めを行う場合はモー
タの消費電力が過多となるが、上記構成によれば、モータの消費電力を低減し得て、作業
機器の稼働時間の延長等を図ることもできる。また、モータへの常時通電によって制動お
よび位置決めを行う場合は専用のモータ制御ドライバ（駆動回路）等を設ける必要がある
が、上記構成によればその必要がないので、当該移動装置の複雑化や価格の高額化を回避
することができる。
【００１３】
さらに、この発明の作業機器用移動装置においては、前記駆動ローラ押圧手段は、弾性変
形に対する反発力により前記駆動ローラを前記長尺部材に向けて常時押圧する弾性部材と
、前記弾性部材の弾性変形量を調節するためのねじ部材と、を有するものであっても良く
、かかる構成によれば、弾性部材とねじ部材とを用いた簡易で軽量な構成によって、駆動
ローラを長尺部材に向けて常時押圧しているので、その押圧力を、付属物を含む作業機器
や長尺部材等の質量に応じて、駆動ローラと長尺部材との間に滑りの生じない範囲で最小
限の静止摩擦力および動摩擦力が生じるように適切に調節することができるとともに、た
とえ駆動ローラの弾性変形や長尺部材の太さの変化等の僅かな寸法変化があっても弾性部
材の弾性変形でそれを吸収し得て、駆動ローラの摩擦力の過度の低下や上昇を防止するこ
とができる。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下に、この発明の実施の形態を実施例によって、図面に基づき詳細に説明する。ここに
、図１（ａ），（ｂ）は、この発明の作業機器用移動装置の一実施例としての作業機器用
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昇降装置を模式的に示す縦断面図および横断面図、図２は、上記実施例の作業機器用昇降
装置を設けられた高架構造物用作業台車の一例を斜め下方から見た斜視図、図３は、上記
実施例の作業機器用昇降装置をカバーを省略して示す平面図、図４は、上記実施例の作業
機器用昇降装置をカバーを省略して示す側面図、図５は、上記実施例の作業機器用昇降装
置の案内ローラの支持構造を示す横断面図、図６は、上記実施例の作業機器用昇降装置を
カバーを省略して斜め上方から見た斜視図、そして図７は、上記実施例の作業機器用昇降
装置をカバーを省略するとともに駆動ローラ支持フレームを押し付け力調節ボルトから外
して斜め上方から見た斜視図であり、図中符号１は上記例の高架構造物用作業台車、２は
その作業台車の背面に水平旋回可能に設けられた水平アーム、３はその水平アームの一端
部に設けられたバランスウエイト、４は上記水平アームの他端部に設けられて作業台車２
に結合された上記実施例の作業機器用昇降装置をそれぞれ示す。
【００１５】
ここにおける高架構造物用作業台車１は、図２に示すように、前述の如く本願出願人が特
願２００１－３２０５４０号により提案したものと同様、高架構造物の構造材のフランジ
Ｆを二対の鼓状ローラ１ａで挟持してそのフランジＦに沿って移動するもので、電源とし
てバッテリを搭載していて無線操縦で別の場所から操作され、あるいはマイクロコンピュ
ータを搭載してプログラム制御で作動し、フランジＦに沿って自走するとともに各種作業
を行うことができる。
【００１６】
そして上記実施例の作業機器用昇降装置４は、長尺部材としての断面略八角形の筒状の昇
降ポール５を鉛直に延在するように支持しており、その昇降ポール５の上端部には、作業
機器としてのテレビカメラ６がその付属物としての水平旋回・上下揺動機構７を介して向
きを上下左右に変更可能に結合されていて、バランスウエイト３は、それら作業機器用昇
降装置４と、昇降ポール５と、水平旋回・上下揺動機構７を含むテレビカメラ６との合計
重量と釣り合って水平アーム２を水平に維持するように重量を設定されている。
【００１７】
上記の如くして高架構造物用作業台車１に対し所定高さに維持される上記実施例の作業機
器用昇降装置４は、カバー１０内に、当該装置４に対する昇降ポール５の昇降移動をその
昇降ポール５の軸線周りの回動を規制しつつ案内する、移動案内手段を構成する四個ずつ
上下二組の案内ローラ１１と、それら上下二組の案内ローラ１１の間にて昇降ポール５の
平坦面に押し付けられて昇降ポール５と摩擦係合する駆動ローラ１２を回転駆動して昇降
ポール５を当該装置４に対し昇降移動させるとともに、駆動ローラ１２を制動して昇降ポ
ール５を当該装置４に対し所定高さの位置に維持する、電動式の駆動ローラ駆動・制動手
段としての多段歯車組式減速機付きモータ１３と、駆動ローラ１２を昇降ポール５に向け
て押圧して、駆動ローラ１２を昇降ポール５に摩擦係合させると同時にその駆動ローラ１
２と上下二組の案内ローラ１１とに互いに反対の側から昇降ポール５を支持させる、駆動
ローラ押圧手段としての駆動ローラ押圧機構１４とを具えており、駆動ローラ押圧機構１
４はさらに、その駆動ローラ１２の押圧力を、水平旋回・上下揺動機構７を含むテレビカ
メラ６と昇降ポール５との合計質量に応じて調節可能にしている。
【００１８】
ここで、上下各組の四個の案内ローラ１１は、上側の組について図３に示すように互いに
９０°ずつ向きを変えて配置されて、これも移動案内手段を構成する略十字状の案内ロー
ラ支持フレーム１５に図５に示すように各々ベアリング１６を介し回転自在に軸支される
ことで二個ずつ向かい合っており、それら向かい合う二個の案内ローラ１１は、それらの
案内ローラ１１間に挿通された昇降ポール５の互いに対抗する二つの平坦面とそれぞれ接
触して、昇降ポール５の昇降移動をその昇降ポール５の軸線周りの回動を規制しつつ案内
する。そして上下二組の案内ローラ１１を支持する上下二個の案内ローラ支持フレーム１
５は、図４および図６に示すように二個の連結フレーム１７を介して一体的に連結されて
おり、これにより四個ずつ上下二組の案内ローラ１１は、昇降ポール５を高精度に鉛直に
支持することができる。
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【００１９】
また外周部分を合成ゴムで形成された駆動ローラ１２は、略コ字状の駆動ローラ支持フレ
ーム１８にベアリング１９を介して回転自在に支持された駆動軸２０上に固設され、その
駆動軸２０は、駆動ローラ支持フレーム１８の側面に突設されたモータケース２１内に収
容された多段歯車組式減速機付きモータ１３の出力軸に結合されており、モータケース２
１内にはさらに、モータ１３のロータ回転角を検出してそこから昇降ポール５の移動量を
求め得るようにするロータリエンコーダ２２が収容されている。
【００２０】
駆動ローラ支持フレーム１８の一端部は、一方の連結フレーム１７（図１では左側の連結
フレーム１７）に支持軸２３を介して、図７中矢印Ｓで示す如く水平揺動可能に軸支され
、また駆動ローラ支持フレーム１８の他端部は、棒状のナット２４を水平揺動可能に軸支
しており、駆動ローラ押圧機構１４は、弾性変形に対する反発力により駆動ローラ１２を
昇降ポール５に向けて常時押圧する、弾性部材としてのコイルスプリング２５と、そのコ
イルスプリング２５の圧縮弾性変形量を調節するためにスプリング座２６を装着されてコ
イルスプリング２５および他方の連結フレーム１７（図１では右側の連結フレーム１７）
に遊挿され上記棒状のナット２４の側部のねじ孔に螺合した、ねじ部材としての押圧力調
節ボルト２７とを有している。
【００２１】
かかる実施例の作業機器用昇降装置４にあっては、四個ずつ上下二組の案内ローラ１１が
、水平旋回・上下揺動機構７を含めてテレビカメラ６を支持する昇降ポール５の、当該装
置４に対する昇降移動を、その昇降ポール５の軸線周りの回動を規制しつつ案内し、多段
歯車組式減速機付きモータ１３が、昇降ポール５と摩擦係合する駆動ローラ１２を回転駆
動して昇降ポール５を当該装置４に対し昇降移動させるとともに、そのモータ１３への非
通電時にモータの保持トルクで駆動ローラ１２を制動して昇降ポール５を当該装置４に対
し所定位置に維持する。そして駆動ローラ押圧機構１４の押圧力調節ボルト２７が、コイ
ルスプリング２５の圧縮弾性変形に対する反発力によりナット２４を介し駆動ローラ支持
フレーム１８を引っ張って、駆動ローラ１２を昇降ポール５に向けて常時押圧して、駆動
ローラ１２を昇降ポール５に摩擦係合させるとともに、その押圧力を、ナット２４への当
該ボルト２７の螺合深さの調節により、水平旋回・上下揺動機構７を含むテレビカメラ６
と昇降ポール５との合計質量（入力マス）に応じて調節可能とすることで、多段歯車組式
減速機付きモータ１３の負荷を軽減しつつ、駆動ローラ１２を昇降ポール５に確実に摩擦
係合させ、それと同時にその駆動ローラ１２とその上下に位置する二組の案内ローラ１１
とに、互いに反対の側から昇降ポール５を支持させる。
【００２２】
従って、この実施例の作業機器用昇降装置４によれば、昇降ポール５と摩擦係合する駆動
ローラ１２の使用および負荷の軽減により小型軽量とした多段歯車組式減速機付きモータ
１３を用いた軽量な構成で、昇降ポール５ひいてはテレビカメラ６を当該装置４に対し昇
降移動させることができるので、高架構造物の構造材のフランジＦに沿って移動する高架
構造物用作業台車１に当該移動装置４が設けられても、作業台車１全体の重量が嵩んでし
まうのを防止し得て、作業台車の進行方向に傾斜していたり厚さが変化していたりする場
合がある上記フランジＦに沿った作業台車１の走行を容易なものとすることができる。
【００２３】
しかもこの実施例の作業機器用昇降装置４によれば、駆動ローラ押圧機構１４が、駆動ロ
ーラ１２を昇降ポール５に向けて常時押圧することで、駆動ローラ１２とその上下に位置
する二組の案内ローラ１１とに互いに反対の側から昇降ポール５を支持させるので、昇降
ポール５をいわゆる三点支持状態で高精度に鉛直に支持して、昇降ポール５の延在方向と
直交する水平方向のテレビカメラ６の位置精度を充分に高めることができるとともに、そ
の三点支持状態で多段歯車組式減速機付きモータ１３が、昇降ポール５に対し遊びなく摩
擦係合している駆動ローラ１２を制動して当該装置４に対し昇降ポール５を所定高さの位
置に維持するので、昇降ポール５の延在方向である高さ方向のテレビカメラ６の位置精度
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も充分に高めることができる。
【００２４】
さらにこの実施例の作業機器用昇降装置４によれば、上下二組の昇降案内手段が何れも、
昇降ポール５の軸線方向へ延在するその昇降ポール５の平坦な外面との接触によりその昇
降ポール５の回動を規制しつつその昇降ポール５の昇降移動を案内する案内ローラ１２を
有することから、昇降ポール５の昇降移動の際の抵抗が、滑り案内構造を用いる場合と比
較して小さくなるので、多段歯車組式減速機付きモータ１３の負荷をさらに軽減し得て、
その減速機付きモータ１３をさらに小型軽量なものとすることができる。
【００２５】
さらにこの実施例の作業機器用昇降装置４によれば、昇降駆動・制動手段が多段歯車組式
減速機付きモータ１３であることから、減速機を介して増大されたモータの非通電時制動
力（保持トルク）により、別途ブレーキ機構を設けなくても昇降ポール５を制動すること
ができるので、昇降駆動・制動手段をさらに小型軽量なものとすることができる。また、
モータ１３への常時通電によって制動および位置決めを行う場合にはモータ１３の消費電
力が過多となるが、保持トルクで制動する上記構成によればモータ１３の消費電力を低減
し得て、テレビカメラ６の稼働時間の延長等を図ることもできる。加えて、モータ１３へ
の常時通電によって制動および位置決めを行う場合には専用のモータ制御ドライバ（駆動
回路）等を設ける必要があるが、保持トルクで制動する上記構成によればその必要がない
ので、当該装置４の複雑化や高価格化を回避することができる。
【００２６】
さらにこの実施例の作業機器用昇降装置４によれば、駆動ローラ押圧手段が、弾性変形に
対する反発力により駆動ローラ１２を昇降ポール５に向けて常時押圧する弾性部材として
のコイルスプリング２５と、コイルスプリング２５の弾性変形量を調節するためのねじ部
材としての押圧力調節ボルト２７とを有するものであることから、コイルスプリング２５
と押圧力調節ボルト２７とを用いた簡易で軽量な構成によって駆動ローラ１２を昇降ポー
ル５に向けて常時押圧しているので、その押圧力を、水平旋回・上下揺動機構７を含むテ
レビカメラ６と昇降ポール５との合計質量に応じて、駆動ローラ１２と昇降ポール５との
間に滑りの生じない範囲で最小限の静止摩擦力および動摩擦力が生じるように適切に調節
することができるとともに、たとえ駆動ローラ１２の弾性変形や昇降ポール５の太さの変
化等の僅かな寸法変化があってもコイルスプリング２５の弾性変形でそれを吸収し得て、
駆動ローラ１２の摩擦力の過度の変化（低下や上昇）を防止することができる。
【００２７】
以上、図示例に基づき説明したが、この発明は上述の例に限定されるものでなく、例えば
、昇降ポール５の断面形状が三角形や六角形の場合は案内ローラ１１を上下に三つずつ二
組としても良く、また少なくとも一組の移動案内手段を、滑り案内構造やボールスプライ
ン案内構造を用いて構成しても良く、さらに、移動案内手段を三組として、隣り合う組の
移動案内手段の間にそれぞれ駆動ローラを互いに９０°向きを変えて配置しても良い。さ
らにこの発明においては、作業機器が塗装ガンや超音波探傷装置等であっても良く、また
昇降ポール５が作業台車１に結合されて所定高さに維持される一方、作業機器用昇降装置
４が作業機器に結合されてその作業機器を支持しつつ昇降ポール５に対し昇降移動するよ
うにしても良い。
【００２８】
さらに、この発明の作業機器用昇降装置は、水平方向や斜め上下方向へ延在している長尺
部材を、その長尺部材の延在方向である水平方向や斜め上下方向へ相対移動させるもので
も良い。また、少なくとも一組の移動案内手段の、互いに対向するローラの一方を案内ロ
ーラ１１とするとともに他方を駆動ローラ１２としても良い。
【図面の簡単な説明】
【図１】　（ａ），（ｂ）は、この発明の作業機器用移動装置の一実施例としての作業機
器用昇降装置を模式的に示す縦断面図および横断面図である。
【図２】　上記実施例の作業機器用昇降装置を設けられた高架構造物用作業台車の一例を
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【図３】　上記実施例の作業機器用昇降装置をカバーを省略して示す平面図である。
【図４】　上記実施例の作業機器用昇降装置をカバーを省略して示す側面図である。
【図５】　上記実施例の作業機器用昇降装置の案内ローラの支持構造を示す横断面図であ
る。
【図６】　上記実施例の作業機器用昇降装置をカバーを省略して斜め上方から見た斜視図
である。
【図７】　上記実施例の作業機器用昇降装置をカバーを省略するとともに駆動ローラ支持
フレームを押圧力調節ボルトから外した状態で斜め上方から見た斜視図である。
【符号の説明】
１　高架構造物用作業台車
１ａ　鼓状ローラ
２　水平アーム
３　バランスウエイト
４　作業機器用昇降装置
５　昇降ポール
６　テレビカメラ
７　水平旋回・上下揺動機構
１０　カバー
１１　案内ローラ
１２　駆動ローラ
１３　減速機付きモータ
１４　駆動ローラ押圧機構
１５　案内ローラ支持フレーム
１６　ベアリング
１７　連結フレーム
１８　駆動ローラ支持フレーム
１９　ベアリング
２０　駆動軸
２１　モータケース
２２　ロータリエンコーダ
２３　支持軸
２４　ナット
２５　コイルスプリング
２６　スプリング座
２７　押圧力調節ボルト
Ｆ　フランジ
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